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令和３年度「鳥取県防災力強化推進期間」に実施する行事等について 

 

令和３年８月２０日 

危 機 管 理 政 策 課 

 

全国においては、９月１日は関東大震災にちなんで「防災の日」、８月３０日から９月５日までは

「防災週間」、１１月５日は「津波防災の日」とされています。また、鳥取県においては、９月１０日

は鳥取地震、１０月６日は鳥取県西部地震、１０月２１日は鳥取県中部地震が発生した日です。 

また、９月や１０月は台風の上陸も多いことなどから、県では、９月～１１月を「鳥取県防災力強

化推進期間」と定めて、地震・津波対策及び豪雨対策等防災対策を強化する取り組みを県だけでなく、

市町村、団体などにおいても実施していただくこととしています。 

昨年度に引き続き、コロナ禍に配慮しつつ次のとおり予定しています。なお、新型コロナウイルス

感染症拡大の状況により、開催方法の工夫による対応や延期の可能性があります。 

 

【１ 各種訓練】 

実施日 主催者等 行事名 実施内容 場所 問合せ先 

9 月 5 日

（日） 

若桜町 

 

若桜町防災訓

練 

 

全集落を対象に、大雨を想

定した避難訓練を実施し、防

災体制の確立と防火意識の高

揚を図る。また、土嚢積み等

の水防訓練、避難所運営等の

訓練を実施する。 

若桜町第一

町民体育館

若桜町ふれ

あい広場他

町内全域 

（若桜町） 

若桜町総務課 

 

同上 北栄町 北栄町総合防

災訓練 

 

水害を想定し、住民向けの

総合防災訓練を実施する。 

大栄農村環

境改善セン

ター 

（北栄町） 

北栄町総務課 

情報防災室 

 

10 月 3 日

（日） 

日吉津村、 

日吉津村

社会福祉

協議会、鳥

取大学医

学部付属

病院、鳥取

県 

日吉津村防災

訓練 

 

地震を想定した村全体の防

災訓練を実施する。今年度は

福祉避難所の設置・運営等の

訓練を併せて実施予定。 

日吉津村役

場他 

(日吉津村) 

 

日吉津村総務課 

同上 日南町 日南町総合防

災訓練 

土砂災害を想定した避難訓

練等を行う。 

町内全域 

（日南町） 

日南町総務課 

同上 日野町 日野町全町一

斉防災訓練 

町全体で防災への意識を維

持するための訓練を実施す

る。町の災害対策本部と自治

会、自主防災組織との連携を

確認するとともに、自治会、

自主防災組織で消防設備や避

難経路等の確認、防災訓練を

行い、地域の防災力を高める。 

役場庁舎及

び各自治会 

（日野町） 

日野町総務課 

10 月 31 日

（日） 

湯梨浜町 湯梨浜町総合

防災訓練 

 

湯梨浜中学校を指定避難所

と想定し、１集落を対象とし

た避難訓練を実施する。 

併せて大規模火災を想定し

た消防団の消火訓練を行う。 

湯梨浜中学

校 

(湯梨浜町) 

湯梨浜町総務課 
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10 月下旬 江府町 江府町総合防

災訓練 

町民を対象とした避難訓練

を行う。 

町内全域 

（江府町） 

江府町総務課 

11 月 7 日

（日） 

智頭町 智頭町消防団

総合訓練 

消防団員の基礎的な訓練を

行い、消防機械器具の操作及

び取扱い要領の徹底を図る。 

智頭町民運

動場 

（智頭町） 

智頭町総務課 

11 月上旬 岩美町 岩美町防災訓

練 

 

地震・津波を想定した総合

訓練を行う。 

岩美南小学

校 

（岩美町） 

岩美町総務課 

秋ごろ 鳥取県 

岡山県 

三朝町 

鏡野町 

原子力防災訓

練 

人形峠環境技術センターに

係る原子力事故を想定した初

動対応訓練等を実施する。 

 

鳥取県庁、

中部総合事

務所、上齋

原オフサイ

トセンター 

鳥取県 

原子力安全対策課 

 

※例年開催していた「とっとり防災フェスタ」は、新型コロナウイルス対策に配慮して、集客を伴わない

自治体と防災関係者による合同防災訓練に変更します。 

 

【２ 啓発活動等】 

実施日 主催者等 行事名 実施内容 場所 問合せ先 

9 月 8 日

（水） 

鳥取消防

署 

 

令和 3 年度救

急フェア 

「救急の日」及び「救急医療

週間」に伴い、応急手当の知

識と技術の普及、併せて防災

意識の啓発を行う。 

鳥取市役所

本庁舎 

（鳥取市） 

鳥取消防署  

 

9 月 11 日

（土） 

東部消防

局 

東部消防局救

急医療講習会 

 

「救急の日」及び「救急医療

週間」に伴い、一般住民を対

象とした応急手当の普及啓発

を行う。 

東部消防局 

（鳥取市） 

東部消防局警防課 

 

9 月 16 日 

（木） 

17 日 

（金） 

鳥取県 令和 3 年度鳥

取県放射線研

修会 

 

原子力災害時に UPZ 内住民

の避難先となる東部・中部地

域の住民が原子力災害に対す

る正しい知識を持つことで、

避難受入体制の整備につなげ

られるよう放射線の基礎や人

体・環境への影響などについ

ての研修会を開催する。 

倉吉体育文

化会館（16

日：倉吉市） 

 

鳥取県東部

庁舎（17 日：

鳥取市） 

 

鳥取県 

原子力安全対策課 

 

9 月 25 日

(土) 

鳥取県 消防団員向け

原子力防災研

修 

原子力災害時に、住民等に

対する広報及び避難等の誘導

の業務に従事いただく米子・

境港両市の消防団員向けに放

射線防護のために必要な基礎

知識などについて研修会を開

催する。 

国際ファミ

リープラザ

（米子市） 

 

鳥取県 

原子力安全対策課 

9 月 26 日

(日) 

 

鳥取県、一

般財団法

人消防防

災科学セ

ンター 

 

令和 3 年度鳥

取県地域防災

推進大会 

 

防災活動に特に功績･功労

が認められる団体等を表彰す

ると共に、有識者による講演

を行うことにより､防災活動

への住民参加の促進等を図

り､地域防災力の充実強化を

図る｡ 

ホテルセン

トパレス倉

吉 

（倉吉市） 

鳥取県消防防災課 
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10 月 10 日 

（日） 

予定 

鳥取県、日

野ボラン

ティア・ネ

ットワー

ク 

鳥取県西部地

震から 21 年フ

ォーラム（仮

称） 

 

鳥取県西部地震の貴重な体

験を後世に伝え、防災意識の

普及啓発を図ることにより、

自助・共助による地域での助

け合い活動を推進する。 

日野町内 

（日野町） 

 

鳥取県消防防災課 

 

10 月 21 日 

（木） 

予定 

鳥取県、

藤田学院 

鳥取県中部地

震 5 年フォー

ラム（仮称） 

 鳥取県中部地震から 5 年と

なる 10 月 21 日に県中部地震

で培われた経験を踏まえ、「誰

一人取り残さない」災害対策

を若者とともに考え、情報発

信する。 

藤田学院 

鳥取短期大

学・鳥取看

護大学キャ

ンパス 

（倉吉市） 

鳥取県 

危機管理政策課 

11 月 6 日 

(土) 

7 日 

(日) 

鳥取県 令和 3 年度防

災士養成研修 

<西部会場> 

平常時には自助･共助の考

え方や取組を広げるととも

に､災害時には共助の取組の

指導や助言を行いうる｢防災

士｣を養成する研修会を開催

する。 

新日本海新

聞社西部本

社 

（米子市） 

鳥取県消防防災課 

11 月 20 日

(土) 

21 日 

(日) 

令和 3 年度防

災士養成研修 

<中部会場> 

倉吉体育文

化会館 

（倉吉市） 
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７月７日からの大雨等による被害状況等について 

令和３年８月２０日 

危機対策・情報課 

１ 気象の概況 

（１）７月７日からの大雨 

 ・山陰沿岸に停滞する梅雨前線の影響により、７月７日から 11 日にかけて県西部・中部を

中心に全県で激しい雨が降り続いた。 

 ・12 日から 13 日にかけては、前線に流入する暖かく湿った空気と強い寒気により、県西部

で局所的に激しい雨が降った。 

 ・この間、県内全域に大雨警報が、16 市町に土砂災害警戒情報が発表されたほか、７日には

線状降水帯の発生に伴う「顕著な大雨に関する情報」が県内で初めて発出された。 

・降り始めからの総降水量が 500 ミリを超え、７月の月降水量の平年値の２倍を超えた所が

複数あるなど、記録的な大雨となった。 
※降り始めからの降水量：境港市(境)520mm(７月平均の 2.4 倍)、鳥取市(鹿野)512mm(同 2.1 倍) 

※１日の降水量：倉吉市(倉吉)325.5mm(年間１位を更新)、大山町(塩津)276.5mm（同左）等 

※１時間降水量：境港市(境)80.5mm(年間１位を更新)、倉吉市(関金)53.5mm(７月１位を更新) 等 

（２）台風第９号 

 ・８月９日に広島県に上陸した台風第９号が温帯低気圧となり、その後本県付近を通過して

日本海に抜けたことにより、県内では９日から 10 日にかけて風雨が強まった。 

・岩美町、倉吉市で観測史上最大の強風となったほか、各地でこれまでの８月１位の風速を

更新する強風が観測された。 
※最大瞬間風速の年間１位を更新：倉吉市(倉吉)32.9m/s、岩美町(岩井)29.2m/s 

※最大風速の８月１位を更新：鳥取市(湖山)、岩美町(岩井)、倉吉市(倉吉)、大山町(塩津) 

（３）８月 13 日からの大雨 

・中国地方まで北上した前線が、8月 12 日から 15 日にかけて西日本付近に停滞し、前線に

向かって流れ込む暖かく湿った空気の影響で山地を中心に広範囲で大雨となった。また、

16 日からは再び前線の影響で中部・西部を中心に降雨があった。 

・県内では、短時間強雨はなかったものの、長期間の降雨により多くの地点で記録的な累積

雨量となり、東部・西部地域の９市町に土砂災害警戒情報が発表された。 
※72 時間降水量８月１位を更新：日南町(茶屋)310mm、鳥取市(佐治)309mm、智頭町(智頭)302mm 等 

 

２ 被害の概況 

（１）主な被害等の状況（８月 16日時点） 

区  分 ７月７日からの大雨 台風第９号 ８月 13 日からの大雨 

人的 

被害 

死 者 － － － 

負傷者 重傷者１人、軽傷者３人 重傷者１人 － 

住家 

被害 

一部破損 ２棟 31 棟 － 

床上浸水 22 棟 － － 

床下浸水 219 棟 － － 

非住家被害 71 箇所 ５箇所 － 

避難 

情報 

高齢者等避難 83,523 世帯（202,637 人） － 6,593 世帯（15,804 人） 

避難指示 64,060 世帯（152,989 人） － 48 世帯（113 人） 

緊急安全確保 697 世帯（1,529 人） － － 

避難所の開設 

（避難者数） 

延べ 194 箇所 

（815 人） 

延べ 24 箇所 

（２人） 

延べ 58 箇所 

（７人） 

孤立集落の発生 ５地区（38 世帯 99 人） １地区（5 世帯 6 人） － 

停電の発生 16 件（約 23,240 戸） 17 件(約 14,240 戸) ４件(約 6,080 戸) 

※「避難情報」は、情報種別ごとの対象世帯数及び人数（延べ数） 

※「避難者数」は、定時調査時点において最大時の人数 

（２）公共土木施設被害 …県土整備部報告資料のとおり 

（３）農林水産関係被害 …農林水産部報告資料のとおり 
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「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定」の改定申入れについて 
 

令和３年８月２０日 
原子力安全対策課 

 
８月１１日、中国電力は島根県周辺３市から同社に申入れのあった安全協定の改定について、３市に

対応を回答し、同日、本県にその内容について報告がありました。 
本県では、この機会に改めて中国電力に対して、立地自治体と同等の安全協定への改定について文書

による申入れ（８回目）を行いました。 
 
１ 中国電力の報告概要 
（１）日時・場所  ８月１１日（水）１３：３０～１３：４５、鳥取県庁・第４応接室 
（２）出 席 者  中国電力株式会社 鳥取支社長兼電源事業本部島根原子力本部副本部長 籔根 剛 

鳥取県副知事   亀井一賀 
（３）報 告 内 容 

○安全協定改定については具体的検討を進めており、島根県側３市（出雲市、雲南市、安来市）への

対応がまとまったことから、本日（８／１１）、３市の副市長に説明を行った。 

○３市への対応は以下のとおり。 

①「核燃料物質等の輸送計画に対する事前連絡」について、市民の安全確保のため、立地自治体

と同様、詳細な情報も周辺自治体へ連絡することとする。 

②「立入調査」は、原子力災害対策特別措置法の「立入検査」と同様に広域自治体である島根県

が代表して行っていただくのが望ましい。各市には「現地確認」を行っていただくが、これに

加えて、島根県に「立入調査」の実施を要請していただく仕組みとする。 

③「適切な措置の要求」は、「立入調査」を行う島根県が各市に意見を聞いた上で、措置要求を

実施していただくこととする。 

④「計画等に対する事前了解」は、見直すことは困難であり、現行規定の運用で対応する。 
 
２ 協定改定の申入れ 
（１）県からの申入れ 

○立地自治体と同じ協定となるように改定すべく、平成２４年１１月１日に貴社に申入れを行い、
これまで本県、米子市、境港市から重ねて申し入れているところ。 

○貴社からの正式な回答はいまだ連絡はなく、これまでの申入れに応じてこられない貴職の対応は

甚だ遺憾。改めて具体的検討を進めるとともに、協定改定を速やかに行うことを強く求める。 

○なお、この件は、島根原子力発電所２号機の再稼働判断に影響を与えるという考え方を、改めて

申し伝える。 

（２）中国電力の回答 

○鳥取県、米子市、境港市の協定改定については鋭意具体的な検討を進めているが、島根県側と違

い、広域自治体（県）が協定に加わっているため、時間を要している。 

○今回改めて早期に改定するよう要請をいただいた。対応がまとまり次第、速やかに回答する。 

 
〔参考１〕知事コメント（８／１１公表） 

「安全協定改定については、鳥取県には未だ連絡はなく、中国電力は具体的検討を進めるべきだ。立地自

治体の協定と比べ一部文言に差があり、あらためて中国電力に対して安全協定改定を強く求める。なお、

安全協定改定の如何によって、島根原発２号機の再稼働判断に影響を与えるという考え方を、中国電力

に対し伝えている。」 

 

〔参考２〕安全協定の改定について 

・本県の安全協定については、協定の運用において立地自治体と同様の対応を行うことを中国電力にも

文書（H25.3.15）で確認している。しかしながら、協定の文言の差※について県民や県議会に疑問の声

が挙がっていることから、立地自治体と同じ協定への改定について中国電力と交渉を続けており、こ

れまでに７回にわたり文書による申入れを行っている。（文書申入れは今回で８回目） 

※鳥取県と島根県の安全協定の主な文言の差異は次のとおり（括弧内が鳥取県の状況）。 

①計画等に対する事前了解（事前報告） 

②立入調査（現地確認） 

③立入調査後の措置要求（意見提出） 

④核燃料物質等の輸送計画の事前連絡項目（日時・経路等の詳細情報がない） 
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島根原子力発電所を対象とした「緊急時対応」の確認について 

 

令和３年８月２０日 

原子力安全対策課 

 

 7 月 30 日（金）に「島根地域原子力防災協議会」（内閣府）が初開催（テレビ会議）され、島根

原子力発電所を対象とした原子力災害に関する「島根地域の緊急時対応」について、「原子力災害対

策指針」等に照らして具体的かつ合理的であることの確認が行われました。 

 今後、内閣府は、防災基本計画に基づき、原子力防災会議（原子力基本法に基づき内閣に設置、

議長：内閣総理大臣）の了承を得るため、協議会の確認結果を報告する予定です。 

 

１ 島根地域原子力防災協議会の開催について 

（１）日 時 令和３年７月３０日（金）午後２時から午後３時まで 

（２）場 所 テレビ会議 

（３）出席者  

ア 構成員 

    内閣府政策統括官（原子力防災担当）、各省庁審議官等、島根県副知事、鳥取県副知事 

  イ オブザーバー 

    松江市、出雲市、安来市、雲南市、米子市、境港市、中国電力株式会社 

（４）議 題 「島根地域の緊急時対応」の確認について 

（５）結 果 

  ・関係自治体、関係省庁、関係機関の対応を含む「島根地域の緊急時対応」について、現時点

において原子力災害対策指針等に照らし、具体的かつ合理的であることが確認された。 

  ・出席した亀井副知事から、本県における原子力災害時の緊急対応に係る避難先や輸送手段の

確保状況、避難の円滑化対策、感染症に関連した原子力防災訓練の実施等の取組についての

ほか、原子力防災に係る国の技術的・財政的支援や安全協定等について発言した。 

  ・今後も引き続き、訓練の実施とその結果を踏まえた、より一層の計画の具体化・充実化を関

係自治体と国が一体となって進めていくことを確認した。 

 

２ 参考 

（１）島根地域原子力防災協議会について 

  平成２５年９月３日の原子力防災会議決定に基づき、内閣府は、道府県や市町村が作成する地域防災

計画・避難計画等の具体化・充実化を支援するため、平成２７年３月２０日に、原子力発電所の所在す

る地域毎に課題解決のためのﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑとして、全ての関係省庁と地域防災計画等を策定する関係自治体

等が参加する「地域原子力防災協議会」を設置することとし、島根地域においても「島根地域原子力防

災協議会」が設置された。 

 

（２）島根地域の緊急時対応について 

原子力災害に関して原子力災害対策重点区域を含む県・市の地域防災計画・避難計画等や国の対応等

の内容を整理し、とりまとめたもの。 

防災基本計画に基づき、内閣府、地方公共団体等は、「緊急時対応」が原子力災害対策指針等に照らし

具体的かつ合理的であることを協議会で確認し、内閣府は、全閣僚と原子力規制委員長等で構成される

「原子力原子力防災会議」（原子力基本法に基づき内閣に設置、議長：内閣総理大臣）に確認結果を報告

し、了承を得る。 

- 10 -



30
km

45
7,

49
6

(
2

12
)

PA
Z

9,
48

7
UP

Z
6

44
8,

00
9

PA
Z

UP
Z

1

UP
Z

PA
Z

PA
Z

PA
Z

5k
m

30
km

UP
Z

PA
Z

UP
Z

PA
Z

Pr
ec

au
tio

na
ry

 A
ct

io
n

Zo
ne

   
   

UP
Z

Ur
ge

nt
Pr

ot
ec

tiv
e

Ac
tio

n
Pl

an
ni

ng
Zo

ne

1
5

UP
Z

UP
Z

- 11 -



(
)

5k
m

55
1

48
9

47
9

47
9

77
9

1,
81

3
34

0

9,
48

7

PA
Z

9,
48

7

15

75
75

5
28

12
5

62
1,

81
3

42
6

47

47

8,
29

1

2

40
1,

19
6

47
9

814
23

15 55
1

12
5

13

40
4

3
51

3
75

35
3

15

13

8

12 1,
81

3

77
9

47
8

9,
48

7

6
1

42
6

13
3

99

68
0

8

- 12 -



3

- 13 -



PA
Z

UP
Z

43
1

PA
Z

UP
Z

11
13

5
UP

Z
12 14

5 6 3

(
)

4

- 14 -



5

PA
Z

UP
Z

PA
Z

PA
Z

UP
Z

UP
Z

- 15 -



6

6

- 16 -



令和３年度鳥取県原子力防災訓練（船舶避難）の実施結果について 

令和３年８月２０日 

原子力安全対策課 

 

令和３年度鳥取県原子力防災訓練（島根原子力発電所対応）のうち船舶による避難訓練につ

いて、８月８日（日）に海上自衛隊及び海上保安庁の全面的な協力を得て実施しました。 

原子力災害時の船舶による避難は、海象等の影響を受けやすいなど不確定要素が多いため鳥

取県の広域住民避難計画では補完的手段と位置付けていますが、今回の訓練で得られた教訓を

踏まえて避難計画のさらなる深化に繋げていきます。 

なお、訓練に際しては、新型コロナウイルスの感染防止対策に万全を期しました。 

 

１ 目的 

  鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）等において、自家用車・バスによる避難を中心

としつつ、船舶による避難を補完的手段として位置付けており、海上自衛隊及び海上保安庁

の協力の下、連携要領、船舶への乗降や車両搭載・卸下手順の確認並びに港湾使用に係る関

係機関との調整方法等の確立及び検証を行うことを目的とする。 

２ 日時 ８月８日（日）午前７時～正午 

３ 場所 鳥取港千代３号岸壁（鳥取市）、境港近海 ※境港岸壁での乗船等は実施なし 

４ 参加機関 

県、海上自衛隊舞鶴地方総監部、第８管区海上保安本部境海上保安部、鳥取市 

多用途支援艦「ひうち」（海上自衛隊）、巡視船「おき」（境海上保安部） 

５ 主要訓練項目 

・船舶避難に係る関係機関との連絡要領の確認 

・船舶への乗降船及び災害復旧用車両の搭載・卸下手順の確認、避難先となる鳥取港の使用

習熟（多用途支援艦「ひうち」） 

・ヘリコプターを使用した船舶からの緊急搬送手順の確認（巡視船「おき」） 

６ 訓練の流れ 

原子力発電所で事故が発生し住民への避難指示が発令されたとの想定で訓練を実施。  

・海上自衛隊艦艇は、鳥取港で中国電力ネットワーク株式会社の災害復旧用車両１台を甲

板に搭載後、鳥取港近海を航海。 

・海上保安庁巡視船は、境港近海で県防災ヘリの着艦訓練を実施。 

７ 訓練の成果 

・災害復旧用車両の海路輸送を行うとの想定で、海上自衛隊、中国電力等関係機関間の連携

要領、搭載・卸下手順の確認と鳥取港使用の習熟を図ることができた。 

・船舶避難中に急病者が発生したとの想定で、県消防防災ヘリが洋上航行中の巡視船「おき」

への着艦訓練を行い、着艦要領を確認することができた。 

・新型コロナウイルス感染症流行下における船舶による避難に際しての留意点を確認するこ

とができた。 

 

 

災害復旧用車両（中電）の搭載 多用途支援艦「ひうち」の鳥取港入港 
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